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次世代を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会の形成に資する「次世代育成支援対策」

を、政府、地方公共団体、各企業が一体となって取り組んでいくことにあたって、「次世代育

成支援対策推進法」が 2003 年 7 月に公布・施行されました。この法律に基づき、各企業にお

いては、仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等について、「一般事業主行

動計画」を策定することとなっています。 

また、女性の活躍推進の取組を着実に前進させるべく、国、地方公共団体、一般事業主そ

れぞれの責務を定め雇用している、又は雇用しようとする女性労働者に対する活躍の推進に

関する取組を実施するよう努めるこことされました。 

桑の実園福祉会では、「女性の職業生活の推進に関する法律」第８条に基づき、今般新たに、

2025年 6月から 2030年 3月を計画期間とする「第５次行動計画」を策定しました。 

 

社会福祉法人桑の実園福祉会 第５次一般事業主行動計画 

職員が、仕事と子育てを両立させることができ、職員全員が安心して働きやすい環境を整備

することにより、より質の高いサービスを提供し、また、その能力を十分に発揮できるよう、 

以下の行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 ２０２５年６月１日～２０３０年３月３１日 

 

２．次世代育成支援対策の内容 

○妊娠中の労働者及び子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するため

の雇用環境の整備 

① 妊娠中や出産後の女性労働者の健康の確保について、労働者に対する制度の周知や情報 

提供及び相談体制の整備の実施 

② 育児休業期間中の代替要員の確保や業務内容、業務体制の見直し 

③ 管理職の手前の職階にある女性労働者を対象とした、昇格意欲の喚起又は管理職に必要 

なマネジメント能力等の付与のための研修 

④ 子どもを育てる労働者が利用できる事業所内託児施設の設置及び運営 

⑤ 子どもを育てる労働者が子育てのためのサービスを利用する際に要する費用の援助の措 

置の実施 

⑥ 育児・介護休業法に基づく育児休業等、雇用保険法に基づく育児休業給付、労働基準法 

に基づく産前産後休業など諸制度の周知 

〇育児休業等の取得の状況に関する目標の内容 

【数値目標】 

男性の育児休業取得率を100％とする。 
 

 

 



 

○働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備 

① 年次有給休暇の取得の促進のための措置の実施 

②労働時間の状況に関する目標の内容 

【数値目標】 

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び法定休日労働を、前計画期間と 

比較して10％削減する。 
 

 

○その他、次世代育成支援対策に関する事項 

①  若年者に対するインターンシップ等の就業体験機会の提供、トライアル雇用等を通じた 

雇入れ、適正な募集・採用機会の確保その他の雇用管理の改善又は職業訓練の推進 
 

 

３．女性活躍推進法に関する取組の内容 

○継続就業・職場風土に関する事項 

目標① 多様な勤務時間を設け、職場と家庭の両立を支援する 

【数値目標】 

育児・子育て・介護等を行う職員に対して、短時間の勤務時間帯を設けるなど柔軟で多

様な勤務形態による働き方を活用する。計画期間内に１０名を目標に取組む。 
 

 

○多様なキャリアコースに関する事項 

目標② 非正職員から正職員への転換制度の積極的運用 

【数値目標】 

正職員への登用を希望する者で、所属長からの推薦がある者について、所定の手続きを経

て計画期間内に５名を目標に取組む。 
 

 

 


